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狭義招集

事業報告の「業務の適正を確保するための体制」「業務の適正を確保するた
めの体制の運用状況」、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連
結注記表」および計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」につ
きましては、法令及び定款第18条２項の規定にもとづき、書面交付請求をい
ただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主
の皆さまに電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一
律でお送りいたします。

電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく

書面交付請求による交付書面に記載しない事項

第94期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

Ⅰ．会社の体制および方針

  １．業務の適正を確保するための体制

  ２．業務の適正を確保するための体制の運用状況

Ⅱ．連結株主資本等変動計算書

Ⅲ．連結注記表

Ⅳ．株主資本等変動計算書

Ⅴ．個別注記表

はごろもフーズ株式会社
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会社の体制および方針

Ⅰ．会社の体制および方針

1．業務の適正を確保するための体制
　当社は、取締役会において「業務の適正を確保するための体制」（内部統制システ
ム）に関する方針について、決議しています。
　なお、本件については企業グループ一体となって取り組むものとし、またその有効
性を継続的に点検・評価し、改善・強化に努めるものとします。

1. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(１) 法令遵守を経営の基本原則とし、社会的良識を備えた市民としての判断基
準・行動基準をコンプライアンスブックに定める。
(２) 取締役会は原則として月１回、必要に応じて随時開催し、監査役も出席して
重要事項の決定と業務執行状況の監督を行う。
(３) 社外取締役を選任することで、取締役の監督機能を充実させるとともに、ア
ドバイス機能の強化をはかる。
(４) 内部通報制度により不正等の早期発見と発生抑止をはかる。
(５) 反社会的な勢力とは如何なる面においても一切関係を持たない。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　関連規程に則り保存・管理する。

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　原材料、為替変動、災害、品質等に係るリスクについては、それぞれの主管部
署を定め、継続的な情報収集と分析、および対応策の立案等リスク管理に当た
る。

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(１) 取締役に業務執行権限を委嘱することができる。当該取締役はそれぞれの経
営判断にもとづいて委嘱事項の執行に当たり、同時に執行状況を取締役会に報
告し、その監督を受ける。
(２) 事業本部（生産・販売・開発等）、サービス本部（総務部・人事厚生部）、
品質保証本部（品質保証部・お客様相談部）、経営企画本部（財務部・企画
部）を設け、それぞれに本部長を置いて部門別統括管理を分掌させ、迅速な意
思決定をはかる。
(３) 予算統制を経営企画本部企画部、内部監査を全員経営推進部が分掌し、当社
グループの内部牽制を機能させる。
(４) 代表取締役・本部長・社外取締役・企画部長による本部長会議により各本部
にまたがる重要な経営課題を共有し、調整する。

5. 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(１) コンプライアンスブックの配布等により遵法意識の徹底をはかる。
(２) 重要な管理業務については規程に決裁権限・標準業務手順等を定める。
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(３) 業務管理に関する重要事項については複数部署による相互検証等を組み込ん
だ内部牽制の働く組織編成とする。
(４) 全員経営推進部が業務執行状況の適法性・効率性を内部監査する。
(５) 内部通報制度により不正等の早期発見と発生抑止をはかる。
(６) 反社会的な勢力とは如何なる面においても一切関係を持たない。

6. 次に掲げる体制その他の当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団に
おける業務の適正を確保するための体制

(１) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の報告に関する体制
a.当社の取締役の一部が子会社の取締役を兼務し、重要事項の決定に関与し、
業務執行状況を監督する。
b.子会社を管理する担当部署を定め、定期的もしくは必要に応じ情報の収集・分
析を行う。
c.当社の部長会・サービス部門会議等の重要会議において、子会社の取締役等
が出席し、子会社の業務の遂行状況を毎月報告する。

(２) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
原材料、為替変動、災害、品質等に係るリスクについて、継続的な情報収集
と分析、および対応策の立案等リスク管理の状況を必要に応じ、それぞれの業
務を分掌する取締役が取締役会に報告する。
(３) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体
制
a.子会社を管理する担当部署を定めるとともに、当社グループの基本理念や方
針を共有し、業務の整合性の確保と効率的な遂行をはかるため、関係会社管
理規程を定める。
b.重要な管理業務については規程類に当社グループ内標準の業務手順を定める。
c.予算統制により当社グループ内各社の業績を管理する。
d.全員経営推進部が子会社における業務執行状況の適法性・効率性を監査する。
(４) 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制
a.当社グループに共通するコンプライアンスブックの配布等により遵法意識の
徹底をはかる。
b.当社グループに共通する内部通報制度により不正等の早期発見と発生抑止を
はかる。

7. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項

　監査役会の事務局を担当する総務部内に、他の業務に優先して監査役の要請に
対応する使用人を予め指名し配属するとともに、当該使用人に監査役の指示によ
る調査の権限を付与する。

8. 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　前号の使用人の任命・異動・考課等の決定には監査役会の事前の同意を得る。
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9. 監査役の前々号の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　前々号の使用人に対する監査役の指示は他の業務に優先するものとし、業務分
掌規程にその旨を定める。

10.　次に掲げる体制その他の監査役への報告に関する体制
(１) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制
a.取締役会への出席のほか、部長会・サービス部門会議等の重要会議に監査役
の出席を求める。
b.以下に定める事項については速やかに監査役に報告する。
(a)法令・定款違反に関する事項
(b)品質の欠陥に関する事項
(c)会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項
(d)決算分析および月次決算分析
(e)内部監査実施状況
(２) 子会社の取締役等又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告
するための体制
a.監査役は子会社の取締役会に出席し、業務執行状況等の報告を受ける。
b.監査役は当社の部長会・サービス部門会議等の重要会議に出席し、子会社の業
務の遂行状況等の報告を受ける。

11.　監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受
けないことを確保するための体制
　当社は監査役へ報告した当社グループの役員および使用人に対し、当該報告
をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グル
ープ内に徹底する。

12.　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当
該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　当社は、監査役が必要と認めるときは、法律や会計等の専門家を利用できる
ものとし、その費用は会社が負担する。

13.　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(１) 全員経営推進部長は、監査の実効性をより高めるため、監査役および会計監
査人が全員経営推進部と定期的に情報・意見を交換する機会を確保する。
(２) 人事厚生部長は、内部通報制度の通報内容を全て監査役に報告する。

14.　財務報告に係る内部統制を確保するための体制
　金融商品取引法第24条の４の４に規定する内部統制報告書の提出を有効かつ
適切に行うための関連規程を制定し、財務報告に係る内部統制を整備・運用す
るとともに、その評価・改善を継続的に行う。
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2．業務の適正を確保するための体制の運用状況
　当社グループでは、上記方針に基づき、業務の適正を確保するための体制の維持・
整備に努めています。また、必要に応じて社内規程や業務プロセスを見直すことによ
り、その実効性の向上をはかっています。
　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制の主な運用状況は以下のと
おりです。
1. 当期は定例を含め、14回の取締役会を開催し、経営方針などの重要事項の決
定および各取締役の業務執行状況の監督を行いました。また、継続的に新たな
リスクを検討し、対策を講じています。

2. 部署長を担当者とする内部統制担当者会議を定期的に開催し、その運用状況や
課題などを社内で共有しました。これにより、内部統制の実効性を高めまし
た。

3. 新たに入社した従業員に対して、コンプライアンスブックの配布・内容説明を
実施すること、また全従業員に対してコンプライアンスブックの内容を条文ご
とに毎日配信することなどにより、判断基準、行動基準の周知・徹底をはかり
ました。

4. 子会社については、関係会社管理規程に基づき、主管部署を定め、主管部署を
通じて実効的な管理を行っています。また、当社から役員を派遣し、子会社の
内部統制体制の整備・運用についての監督を行いました。

5. お取引先様との契約書等に反社会的勢力排除に関する条項を盛り込むととも
に、従業員に対しては、反社会的勢力排除についての意識醸成に努めました。
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連結株主資本等変動計算書

（2022年４月１日から2023年３月31日まで） （単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
2022年４月１日残高 1,441,669 942,527 30,630,426 △2,163,143 30,851,480
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △470,530 △470,530
親会社株主に帰属する当期純損失 △1,320,064 △1,320,064
自 己 株 式 の 取 得 △149 △149
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － △1,790,595 △149 △1,790,744
2023年３月31日残高 1,441,669 942,527 28,839,831 △2,163,292 29,060,736

その他の包括利益累計額

その他有価証券
評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定 退職給付に係る

調 整 累 計 額
そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

2022年４月１日残高 3,820,843 188,406 △43,492 113,551 4,079,309
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当
親会社株主に帰属する当期純損失
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額) 453,229 △192,785 248,908 349,750 859,101

連結会計年度中の変動額合計 453,229 △192,785 248,908 349,750 859,101
2023年３月31日残高 4,274,072 △4,378 205,415 463,301 4,938,411

純資産合計
2022年４月１日残高 34,930,790
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △470,530
親会社株主に帰属する当期純損失 △1,320,064
自 己 株 式 の 取 得 △149
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額) 859,101

連結会計年度中の変動額合計 △931,642
2023年３月31日残高 33,999,147

Ⅱ．連結株主資本等変動計算書

（注） 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しています。
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連結注記表

建物及び構築物 10～50年
機械装置及び運搬具 ４～10年

Ⅲ．連　結　注　記　表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1.　連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社

　連結子会社の数 １社
　連結子会社名 セントラルサービス株式会社

（2）非連結子会社 該当はありません。

2.　持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の非連結子会社 該当はありません。
（2）持分法適用の関連会社

　持分法適用の関連会社数 １社
　会社名 P.T.アネカ・ツナ・インドネシア

　P.T.アネカ・ツナ・インドネシアの決算日は12月31日です。連結計算書類の作成に当たっ
ては、同決算日現在の計算書類を使用しています。なお、連結決算日までの間に発生した重
要な取引については、連結上必要な調整を行っています。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しています。

4.　会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
　①有価証券

　その他有価証券
　(イ) 市場価格のない株式等以外のもの

　時価法
　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

　(ロ) 市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法

　②デリバティブ
　時価法

　③棚卸資産
　月次総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下にもとづく簿価切下げ
の方法により算定）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　①有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）ならびに
2016年４月１日以降に取得した建物付属設備および構築物については定額法）を採用していま
す。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　②無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しています。ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における
利用可能期間（５年）にもとづく定額法を採用しています。

　③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。
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 (3) 重要な引当金の計上基準
　①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

　②賞与引当金
　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しています。

　③役員退職慰労引当金
　役員退職慰労金の支出に備えるため、内規にもとづく期末要支給額を計上しています。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
　①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっています。

　②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額を費用処理することとしています。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度
から費用処理することとしています。

　③未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の
部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しています。

　④小規模企業等における簡便法の採用
　連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末要支
給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

（5）収益及び費用の計上基準
　主にツナ・総菜・デザート・パスタ等の食品の製造・販売から収益を得ており、顧客との販
売契約において受注した製品を引き渡す義務を負っています。この履行義務を満たす時点とし
て、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、顧客
へ出荷した時点で収益を認識しています。この収益は契約に定める価格から値引きおよびリベ
ート等を控除した金額で算定しています。

（6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しています。なお、在外関連会社に持分法を適用するに当たっては、資産および負債
は在外関連会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中平均相場
により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に計上しています。

（7）重要なヘッジ会計の方法
　①ヘッジ会計の方法

　為替予約については振当処理を採用しています。なお、外貨建予定取引をヘッジ対象とする
為替予約の振当処理については、連結決算日において為替予約を時価評価したことによる評価
差額を連結貸借対照表に計上しています。
　また、金利スワップについては特例処理を採用しています。

　②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…為替予約、金利スワップ
ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務および予定取引、借入金

　③ヘッジ方針

　社内規程に定めた基本方針、取引権限、取引限度額、手続等にもとづき、為替変動リスクお
よび金利変動リスクをヘッジしています。
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当連結会計年度(千円）
乾物事業に係る固定資産の帳簿価額 2,547,371
減損損失 878,168

　④ヘッジの有効性評価の方法
　為替予約については、すべて製品等の購入予定にもとづくもので、キャッシュ・フローを固
定化するものであり、有効性の評価を省略しています。
　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしていますので、有効性の評価を省略して
います。

５.　表示方法の変更に関する注記
　（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示していた「棚卸資産廃棄
損」（前連結会計年度2,126千円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立して
表示しています。

６.　会計上の見積りに関する注記
（1）固定資産の減損損失
　①当連結会計年度の連結計算書類に計上した額

　②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　(イ) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　当社グループでは減損損失の兆候の判定にあたり、管理会計上の事業区分（事業用資産は主
として製品群別、賃貸用資産および遊休資産は物件別）にもとづき資産のグルーピングを行
い、営業活動から生ずる損益の継続的なマイナスや経営環境の著しい悪化等の減損の兆候の有
無を把握し、減損の兆候がある場合には、当該資産グループについて、減損損失を認識するか
どうかの判定を行っています。
　減損損失の認識の判定にあたっては、当該資産グループの使用および最終的な処分から見込
まれる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較し、判定を行っています。割引
前将来キャッシュ・フローの総額は、取締役会で承認された事業計画および外部の専門家によ
る不動産鑑定評価等の資産評価レポートにもとづき算定しています。当該資産グループから得
られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、減損損失として計上します。回収可能価額は、使用価値もしくは正味売却
価額のいずれか大きい方の金額としています。
　当連結会計年度においては、原材料やエネルギー価格の高騰および為替相場の変動等により
売上原価が著しく上昇し、さらにお客様の生活防衛意識の高まり等から販売が低迷したこと等
により収益性が低下したため、乾物事業を含む複数の資産グループで、減損の兆候があると認
められ、減損損失を認識するかどうかの判定を行いました。

判定により、減損損失の認識が必要とされた乾物事業に係る資産について、帳簿価額を回収
可能価額（正味売却価額）まで減額し、減損損失として計上しています。

　(ロ) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　割引前将来キャッシュ・フローは取締役会で承認された事業計画にもとづき算定していま
す。当該事業計画は、直近の動向を反映し更新しており、将来の販売計画や主要原材料単価に
ついては、過去の実績および直近の経済状況を加味した仮定を用いています。各事業区分の業
績は販売単価・数量および主要原材料単価の変動により大きく影響を受けます。また、回収可
能価額（正味売却価額）は、外部の専門家による不動産鑑定評価等の資産評価レポートにもと
づき算定しています。

　(ハ) 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　今後の経済状況の変動、競合他社との競争激化や主要原材料単価の大幅な変動により各事業
区分の損益実績が事業計画から乖離した場合や将来の不確実な経済条件の変動により、正味売
却価額の見直しが必要となった場合、翌連結会計年度の連結計算書類に影響を与える可能性が
あります。
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当連結会計年度(千円）
繰延税金資産（繰延税金負債相殺前） 698,261

建物及び構築物 183,015千円
土地 586,715千円
投資有価証券 440,788千円
合計 1,210,519千円

１年内返済予定の長期借入金 372,648千円
長期借入金 2,372,955千円
合計 2,745,603千円

2.　有形固定資産の減価償却累計額
20,660,004千円

（2）繰延税金資産の回収可能性
　①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　(イ) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　当社グループは、税務上の繰越欠損金および将来減算一時差異に対して、将来の収益力にも
とづく課税所得およびタックス・プランニングにもとづき、繰延税金資産を計上しています。
ただし、繰延税金資産の回収可能性に不確実性がある場合は、評価性引当額の計上を行い、将
来実現する可能性が高いと考えられる金額を繰延税金資産として計上しています。課税所得の
見積りは、将来の事業計画を基礎としています。

　(ロ) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　当社グループは、課税所得の見積りの基礎となる将来の事業計画における主要な仮定につい
ては、主に将来の市場動向、主要原材料価格の動向をもとに判断しています。

　(ハ) 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　繰延税金資産の回収可能性は、主に将来の課税所得の見積りによるところが大きく、主要な
仮定である将来の市場動向や主要原材料価格の動向の予測は見積りの不確実性が高く、将来の
課税所得の見積り額が変動することにより、繰延税金資産の回収可能性の判断に重要な影響を
与える可能性があります。

７.　追加情報
（新型コロナウイルス感染症に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症の流行の収束時期に関しては、いまだ不透明で予測することは困難
ですが、当社グループの業績に与える影響は軽微であるとの判断のうえ、会計上の見積りを行っ
ています。

Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記
1.　担保資産及び担保付債務
（1）担保資産

（2）担保付債務
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211,167千円

場所 用途 種類 減損損失(千円)

三重県桑名郡木曽岬町 乾物製品製造工場等 建物及び構築物
機械装置及び運搬具、土地 878,168

Ⅲ．連結損益計算書に関する注記
1.　売上原価

売上原価には、次の棚卸資産評価損が含まれています。

２．受取補償金
　当社グループは、製品廃棄にともなう受取補償金を計上しています。

３．減損損失
　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しています。

　当社グループは、事業用資産については主として管理会計上の事業区分にもとづく製品群をキャッ
シュ・フローを生み出す最小の単位として、また、賃貸用資産および遊休資産については個別の物件
ごとにグルーピングを行い、各資産グループについて減損損失を認識するかどうかの判定を行ってい
ます。
　乾物製品製造工場等については、収益性が低下したことにより、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失（建物及び構築物486,490千円、機械装置及び運搬具174,854千円、土
地216,823千円）として特別損失に計上しています。なお、回収可能価額は正味売却価額を使用し、
社外の専門家による「鑑定評価書」および「動産評価書」にもとづく金額で評価しています。

４.　事業整理損
　当社グループは、前連結会計年度において決定したバイオ製品の自社生産体制の見直しにとも
ない、バイオプラントの解体費用等を事業整理損として計上しています。

５.　品質関連損失
　当社グループは、品質不良にともない製造に使用できなくなった原材料の廃棄等に係る損失を
品質関連損失として計上しています。
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発 行 済 株 式 の 種 類 自 己 株 式 の 種 類
普通株式 普通株式

当連結会計年度期首株式数 10,325,365株 914,754株
当連結会計年度増加株式数 － 50株
当連結会計年度減少株式数 － －
当連結会計年度末株式数 10,325,365株 914,804株

(イ) 配当金の総額 235,265千円
(ロ) １株当たり配当額 25円00銭
(ハ) 基準日 2022年３月31日
(ニ) 効力発生日 2022年６月30日

(イ) 配当金の総額 235,265千円
(ロ) １株当たり配当額 25円00銭
(ハ) 基準日 2022年９月30日
(ニ) 効力発生日 2022年12月５日

(イ) 配当金の総額 235,264千円
(ロ) 配当の原資 利益剰余金
(ハ) １株当たり配当額 25円00銭
(ニ) 基準日 2023年３月31日
(ホ) 効力発生日 2023年６月14日

Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 当連結会計年度における発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事

項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加50株は、単元未満株式の買取請求による増加50株です。

2. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

①2022年5月13日開催の取締役会において、次のとおり決議しています。
・普通株式の配当に関する事項

②2022年11月７日開催の取締役会において、次のとおり決議しています。
・普通株式の配当に関する事項

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2023年５月12日開催の取締役会において、次のとおり決議しています。
・普通株式の配当に関する事項
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

(1) 投資有価証券
その他有価証券 7,754,924 7,754,924 －

(2) 長期借入金 2,716,165 2,673,141 △43,023
(3)デリバティブ取引(※) (6,244) (6,244) －

Ⅴ．金融商品に関する注記
1.　金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、余資運用等は行わず、必要な運転資金を、銀行借入や受取手形および売掛金
の債権の流動化により必要額を調達することとしています。
　設備投資等の資金については、設備投資計画等に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債
発行）を調達することとしています。
　デリバティブ取引は、為替変動リスクおよび金利変動リスクを回避するために利用しており、
投機目的のための取引は行わない方針です。

（2）金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制
　営業債権である受取手形および売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていますが、当該リスク
に関して、社内規程に則り、主な取引先の信用調査、取引先別の期日管理および残高管理を行う
ことによりリスクの軽減を図っています。
　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する取引
先の株式であり、定期的に把握された時価や損益等の状況を取締役が出席する定例会議で報告し
ています。
　営業債務である支払手形、買掛金および未払金は、１年以内の支払期日です。営業債務の一部
には、通常の営業過程における輸出入取引に係る為替相場の変動リスクを最小限に抑えるため
に、為替予約取引を利用してヘッジしています。
　借入金のうち短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資
に係る資金調達です。
　デリバティブ取引の利用に当たっては信用度の高い商社・金融機関等を契約相手とすること
で、信用リスクの軽減を図っています。デリバティブ取引に対する基本方針、取引権限、取引限
度額、手続等を社内規程により管理しており、取引の実行は当該取引の担当部門が行っていま
す。
　また、取引の状況については、取締役が出席する定例会議で報告・検討しています。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することもあります。

（4）信用リスクの集中
　当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち64.6％が特定の大口顧客に対するも
のです。

2.　金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日（当連結会計年度末）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの
差額については次のとおりです。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額102,493
千円）は、「その他有価証券」には含めていません。また、現金は注記を省略しており、預金、
受取手形、売掛金、支払手形及び買掛金、1年内返済予定の長期借入金、未払金、未払法人税等
は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しています。

　（単位：千円）

(※)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と
なる項目については(　)で示しています。
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区分
時価

レベル１ レベル2 レベル3 合計
投資有価証券

その他有価証券
　株式 7,754,924 － － 7,754,924

デリバティブ取引 － (6,244) － (6,244)

区分
時価

レベル１ レベル2 レベル3 合計
長期借入金 － 2,673,141 － 2,673,141

3.　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の
3つのレベルに分類しています。

　レベル1の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した
時価

　レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算
定した時価

　レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット
がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して
います。

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債
（単位：千円）

（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明
投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しています。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル1の時価に分類しています。

デリバティブ取引
　金融機関から提示された為替レート等にもとづき算定しており、その時価をレベル2の時価に
分類しています。

長期借入金
　元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ
り算出しており、レベル2の時価に分類しています。

－ 14 －
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連結注記表

連結貸借対照表計上額 時価
1,736,913 2,711,400

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 18,378,269

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 15,775,013

１株当たり純資産額 3,612円87銭
１株当たり当期純損失 △140円27銭

Ⅵ．賃貸等不動産に関する注記
　当社では、静岡県およびその他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィ
スビルや賃貸倉庫、賃貸駐車場等を所有しています。なお、賃貸オフィスビルの一部および賃貸
倉庫の一部については、当社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不
動産としています。
　これら賃貸等不動産および賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借
対照表計上額および時価は次のとおりです。

（単位：千円）

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失額を控除した金額で
す。

（注２）当連結会計年度末の時価は、主として社外の専門家による「不動産調査報告書」にもとづく
金額です。

Ⅶ．収益認識に関する注記
　1.　顧客との契約から生じる収益の分解情報
　　　当社グループは、食品事業およびこの付帯事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生
　　じる収益の分解情報に重要性はないため記載を省略しています。

　2.　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　　収益を理解するための基礎となる情報は、「Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要
　　な事項に関する注記等　4.　会計方針に関する事項　（5）収益及び費用の計上基準」に記載の
　　とおりです。

　3.　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　　(1)契約残高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　　(2)残存履行義務に配分した取引価格
　　　当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上
　　の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しています。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 15 －
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株主資本等変動計算書

（2022年４月１日から2023年３月31日まで） （単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金
その他資本剰余金

2 0 2 2 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,441,669 942,527
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当
当 期 純 損 失
自 己 株 式 の 取 得
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事 業 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － －
2 0 2 3 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,441,669 942,527

株　　　主　　　資　　　本
利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計利　益

準備金
その他利益剰余金

配当引当
積 立 金

固定資産
圧縮積立金

新市場開拓
準 備 金 別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金
2022年４月１日残高 360,417 1,000,000 180,426 200,000 12,000,000 16,139,821 △2,163,143 30,101,719
事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △470,530 △470,530
当 期 純 損 失 △1,349,629 △1,349,629
自 己 株 式 の 取 得 △149 △149
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － － △1,820,159 △149 △1,820,308
2023年３月31日残高 360,417 1,000,000 180,426 200,000 12,000,000 14,319,662 △2,163,292 28,281,410

評　価 ・ 換　算　差　額　等
純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評価・換算差額等合計

2022年４月１日残高 3,820,843 188,406 4,009,250 34,110,969
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △470,530
当 期 純 損 失 △1,349,629
自 己 株 式 の 取 得 △149
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) 453,229 △192,785 260,443 260,443

事業年度中の変動額合計 453,229 △192,785 260,443 △1,559,865
2023年３月31日残高 4,274,072 △4,378 4,269,694 32,551,104

Ⅳ．株主資本等変動計算書

（注） 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しています。

－ 16 －
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個別注記表

建物 10～50年
機械及び装置 10年

Ⅴ．個　別　注　記　表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
1.　有価証券の評価基準及び評価方法
（1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法
（2）その他有価証券
　①市場価格のない株式等以外のもの

　時価法
　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

　②市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法

2.　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

3.　棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品・仕掛品・原材料
　月次総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下にもとづく簿価切下げ
の方法により算定）

4.　固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）ならびに
2016年４月１日以降に取得した建物付属設備および構築物については定額法）を採用していま
す。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しています。ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における
利用可能期間（５年）にもとづく定額法を採用しています。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

５.　収益及び費用の計上基準
　主にツナ・総菜・デザート・パスタ等の食品の製造・販売から収益を得ており、顧客との販売
契約において受注した製品を引き渡す義務を負っています。この履行義務を満たす時点として、
「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、顧客へ出
荷した時点で収益を認識しています。この収益は契約に定める価格から値引きおよびリベート等
を控除した金額で算定しています。

６.　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しています。

－ 17 －
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個別注記表

７.　引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

（2）賞与引当金
　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しています。

(3)  退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込
額にもとづき計上しています。
　①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっています。

　②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により按分した額を費用処理することとしています。
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度
から費用処理することとしています。

（4）役員退職慰労引当金
　役員退職慰労金の支出に備えるため、内規にもとづく期末要支給額を計上しています。

8.　ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

　為替予約については振当処理を採用しています。なお、外貨建予定取引をヘッジ対象とする
為替予約の振当処理については、期末日において為替予約を時価評価したことによる評価差額
を貸借対照表に計上しています。
　また、金利スワップについては特例処理を採用しています。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…為替予約、金利スワップ
ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務および予定取引、借入金

（3）ヘッジ方針
　社内規程に定めた基本方針、取引権限、取引限度額、手続等にもとづき、為替変動リスクお
よび金利変動リスクをヘッジしています。

（4）ヘッジの有効性評価の方法
　為替予約については、すべて製品等の購入予定にもとづくもので、キャッシュ・フローを固
定化するものであり、有効性の評価を省略しています。
　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしていますので、有効性の評価を省略して
います。

9.　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の
方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっています。

10.　表示方法の変更に関する注記
　　(貸借対照表）
　　　前事業年度において、「流動資産」の「その他」に含めて表示していた「未収金」
　　　(前事業年度1,653,672千円）は、金銭的重要性が増したため、当事業年度より独立して表示
　　しています。
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当事業年度(千円）
乾物事業に係る固定資産の帳簿価額 2,547,371
減損損失 878,168

当事業年度(千円）
繰延税金資産（繰延税金負債相殺前） 691,510

　　(損益計算書）
　　　前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示していた「棚卸資産廃棄損」
　　　(前事業年度2,126千円）は、金銭的重要性が増したため、当事業年度より独立して表示してい
　　ます。

11.　会計上の見積りに関する注記
（1）固定資産の減損損失

①当事業年度の計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表のⅠ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　６.　
会計上の見積りに関する注記に、同一の内容を記載しているため、注記を省略しています。

（2）繰延税金資産の回収可能性
①当事業年度の計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表のⅠ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　６.　
会計上の見積りに関する注記に、同一の内容を記載しているため、注記を省略しています。

12.　追加情報
　（新型コロナウイルス感染症に関する会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症の流行の収束時期に関しては、いまだ不透明で予測することは困難
ですが、当社の業績に与える影響は軽微であるとの判断のうえ、会計上の見積りを行っていま
す。

－ 19 －



2023/05/31 10:44:59 / 22947994_はごろもフーズ株式会社_招集通知

個別注記表

建物 183,015千円
土地 586,715千円
投資有価証券 440,788千円
合計 1,210,519千円

１年内返済予定の長期借入金 372,648千円
長期借入金 2,372,955千円
合計 2,745,603千円

2.　有形固定資産の減価償却累計額 20,567,864千円

短期金銭債権 489千円
短期金銭債務 339,408千円

211,167千円

売上高 6,181千円
売上原価・販売費及び一般管理費 3,705,755千円

（2）営業取引以外の取引による取引高 23,264千円

場所 用途 種類 減損損失(千円)

三重県桑名郡木曽岬町 乾物製品製造工場等 建物、構築物
機械及び装置、土地 878,168

Ⅱ．貸借対照表に関する注記
1.　担保資産及び担保付債務
（1）担保資産

（2）担保付債務

3.　関係会社に対する金銭債権及び債務

Ⅲ．損益計算書に関する注記
1.　売上原価

　売上原価には、次の棚卸資産評価損が含まれています。

2.　関係会社との取引高
（1）営業取引による取引高

3.　受取補償金
　当社は、製品廃棄にともなう受取補償金を計上しています。

4.　減損損失
　当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しています。

　当社は、事業用資産については主として管理会計上の事業区分にもとづく製品群をキャッシュ・フ
ローを生み出す最小の単位として、また、賃貸用資産および遊休資産については個別の物件ごとにグ
ルーピングを行い、各資産グループについて減損損失を認識するかどうかの判定を行っています。
　乾物製品製造工場等については、収益性が低下したことにより、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失（建物466,878千円、構築物19,611千円、機械及び装置174,854千円、
土地216,823千円）として特別損失に計上しています。なお、回収可能価額は正味売却価額を使用
し、社外の専門家による「鑑定評価書」および「動産評価書」にもとづく金額で評価しています。

5.　事業整理損
　当社は、前事業年度において決定したバイオ製品の自社生産体制の見直しにともない、バイオ
プラントの解体費用等を事業整理損として計上しています。
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自己株式の種類
普通株式

当事業年度期首株式数 914,754株
当事業年度増加株式数 50株
当事業年度減少株式数 －
当事業年度末株式数 914,804株

（繰延税金資産）
　減価償却超過額等 576,318千円
　繰越欠損金 238,555千円
　役員退職慰労引当金 230,829千円
　賞与引当金 106,385千円
　その他 196,415千円
繰延税金資産小計 1,348,504千円
　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △656,994千円
繰延税金資産合計 691,510千円

（繰延税金負債）
　その他有価証券評価差額金 1,775,610千円
　前払年金費用 114,574千円
　固定資産圧縮積立金 76,847千円
　その他 12,956千円
繰延税金負債合計 1,979,990千円
繰延税金負債の純額 1,288,480千円

種類 会社等の
名称

議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

関連会社 P.T. ア ネ カ ・ ツ
ナ・インドネシア

（所有）
直接

33.00%
製品等の製造委託
役員の兼任、出向 缶詰等の仕入 6,605,866 買掛金 1,254,429

6.　品質関連損失
　当社は、品質不良にともない製造に使用できなくなった原材料の廃棄等に係る損失を品質関連
損失として計上しています。

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加50株は、単元未満株式の買取請求による増加50株です。

Ⅴ．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

（注）取引条件および取引条件の決定方法
P.T.アネカ・ツナ・インドネシアとの取引については、伊藤忠商事㈱を経由して行っており、
上記金額は伊藤忠商事㈱と当社の取引金額を記載しています。また、当該取引については、
伊藤忠商事㈱より提示された見積価格を検討のうえ決定しています。
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１株当たり純資産額 3,459円00銭
１株当たり当期純損失 △143円42銭

Ⅶ．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、連結注記表のⅦ.　収
益認識に関する注記に、同一の内容を記載しているため、注記を省略しています。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

Ⅹ．連結配当規制適用会社に関する注記
　当社は、連結配当規制適用会社です。
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